
令和６年６月 11 日 

 

議 員 各 位 

 

 

 

意見書（案）の配付について 

 

 

令和６年６月５日に締め切りました意見書（案）を配付します。 

なお、今後の取り扱いは下記のとおりです。 

 

 

記 

 

 

１ 各会派間の調整結果及び態度報告並びに代案の提出締切りは、常任委員会

開催日である６月 24 日（月）の 15 時です。 

 

２ 各会派間の調整結果及び態度並びに提出された代案は、６月 26 日（水）

開催予定の議会運営委員会で報告します。 
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公① 
 

若者のオーバードーズ（薬物の過剰摂取）防止対策の強化を求める意見書（案） 

 

近年、処方箋がなくても薬局やドラッグストアで購入できる市販薬の濫用に

よる依存症や急性中毒が、重大な社会問題となりつつある。実際、市販薬のオー

バードーズによる救急搬送が、2022 年５月の日経メディカルによれば、2018 年

から 2020 年にかけて 2.3 倍に増加したという報告があり、また、厚生労働省が

2023 年３月に行った検討会では、精神科医療施設において、市販薬を主たる薬

物とする薬物依存患者が、2012 年から 2020 年にかけて約６倍に増加したといっ

た報告がある。 

国立精神・神経医療研究センターの 2020 年調査によると、全国の精神科医療

施設で薬物依存症の治療を受けた 10 代の患者の主な薬物について、市販薬によ

る依存症が全体の 56.4％を占めているとのことである。また、過去１年以内に

市販薬の濫用経験がある高校生の割合は60人に１人と深刻な状況にあることも

明らかになった。 

不安や葛藤、憂鬱な気分を和らげたいなど、現実逃避や精神的苦痛の緩和のた

めに、若者がオーバードーズに陥るケースが多い。実際、市販薬を過剰に摂取す

ることで、疲労感や不快感が一時的に解消される場合があり、同じ効果を期待し

てより過剰な摂取を繰り返すことで、肝機能障害、重篤な意識障害や呼吸不全な

どを引き起こしたり、心肺停止で死亡する事例も発生している。 

市販薬は違法薬物とは違い、所持することで罪にはならないことから、濫用が

発見されにくいという現実があると同時に、オーバードーズによる健康被害は、

違法薬物よりも深刻になる場合もある。よって政府において、このような薬物依

存による健康被害から一人でも多くの若者を守るために、以下の特段の取組を

求める。 

 

記 

 

１ 現在、濫用等のおそれがある医薬品の６成分を含む市販薬を販売する際、

購入者が未成年である場合は、その氏名や年齢、使用状況等を確認すること

になっているが、その際、副作用などの説明を必須とすること。 

 

２ 若者への薬剤の販売において、その含有成分に応じて販売する容量を適切

に制限すると同時に、対面かオンライン通話での販売を義務づけ、副作用等

の説明と合わせて、必要に応じて適切な相談窓口等を紹介できる体制を整え

ること。 

 

３ 濫用のおそれがある薬の指定を的確に進めると同時に、身分証による本人

確認のほか、繰り返しの購入による過剰摂取を防止するために、販売記録等
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公① 
 

が確認できる環境の整備を検討すること。 

 

４ 若者のオーバードーズには、社会的孤立や生きづらさが背景にあるため、

オーバードーズを孤独・孤立の問題として位置づけ、若者の居場所づくり等

の施策を推進すること。 

 

以上、地方自治法第 99 条に基づき意見書を提出する。 
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公② 
 

地方創生に貢献するサーキュラーエコノミー（循環経済）の一層の推進を求め

る意見書（案） 

 

循環型社会形成推進基本法は、天然資源の消費を抑制し、環境への負荷をでき

る限り低減する循環型社会の形成に関する施策を総合的かつ計画的に進めるた

めに、2000 年に制定された。我が国では本法律に基づいて、循環型社会の形成

に関する施策の推進に 20 年以上取り組んできた。 

我が国が循環型社会の形成を通じて目指すべき社会は、環境への負荷が少な

く、持続的かつ健全に発展することができる社会であり、地域におけるサーキュ

ラーエコノミーの推進は、循環型社会を形成する上で重要なツールであるとと

もに、地方創生・地域活性化の実現に大きく貢献しうるものである。 

実際に、地域でのサーキュラーエコノミーの実現を目指し、先進的な取組を進

める自治体が現れ始めており、地域特性や産業を生かした脱炭素ビジネスの推

進、地域由来の資源を活用してのエネルギーの自給率向上や、地域住民の理解醸

成を通じた効果的な資源循環ビジネスの構築など、自治体主導によるサーキュ

ラーエコノミーの推進により、地域に新たな付加価値や雇用が創出されている。 

このように、地域のサーキュラーエコノミーを推進することは、地域課題の解

決と共に、地域に新たなビジネスや価値を生み出すことによる地方創生の実現

に資するものである。以上の観点から政府に対して、地方創生に貢献するサーキ

ュラーエコノミーの一層の推進のために、以下の事項についての特段の取り組

みを求める。 

 

記 

 

１ 地域経済の活性化を図るため、プラスチック、金属資源、生ごみ、家畜ふん

尿、下水汚泥、紙おむつ等の、地域の循環資源や木質バイオマス等の再生可能

資源の活用など、地方自治体と民間企業の連携による資源循環ビジネスの創

出への支援を強化すること。 

 

２ 廃棄物処理施設の集約化、エネルギー回収の高度化等を推進するとともに、

自治体と住民、民間企業等の協働により、地域に適したごみ処理方式や分別区

分の選定等といった、脱炭素や持続可能な適正処理に資する資源循環の体制

強化に対する支援を拡充すること。 

 

３ 地域住民や消費者の意識変革や行動変容を促すために携帯アプリ等を活用

した新たなサービスを創出する等、自治体と民間団体の連携によるリユース
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公② 
 

製品の循環環境の整備を支援すること。 

 

以上、地方自治法第 99 条に基づき意見書を提出する。 
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公③ 
 

災害発生時における信頼性の高い情報共有体制の構築を求める意見書（案） 

 

現在、情報通信技術の進歩と、それに伴う様々なサービスの拡大により、私た

ちはいつでもどこでも、情報を入手したり、発信したりすることができるように

なっている。そのため、インターネット上には膨大な情報やデータが流通してい

るが、その中には、事実とは異なる、偽情報や誤情報もあり、信頼性の高い情報

を共有する必要がある。 

特に、災害発生時における情報は、多くの人の命に直結するため大変重要であ

り、現在、必死の復旧と復興を進めている能登半島地震においても、多くの偽情

報が発信されたことにより、現場は大変に混乱した。具体的には、救援を求める

情報を受けて現場を訪れても、誰もいなかったというケースがあったり、被災地

の状況を知らせる画像情報においても、現場の実態とは全く違う画像が拡散さ

れたりした。 

いつどこで発生するかわからない災害、とりわけ発災直後の情報が錯綜する

中では、被災者の命を救うために、１分１秒も無駄にはできない。その活動を大

きく阻害する偽情報の拡散防止は喫緊の課題である。 

よって、以下のとおり、国及び政府に対して、災害発生時における信頼性の高

い情報共有体制の構築の積極的な推進を求める。 

 

記 

 

１ 情報発信者や情報発信機器の事前登録等により、情報の信頼性を担保し、現

場からの正確な情報を収集し、共有する体制を整備すること。 

 

２ ＩｏＴセンサーやドローンから得られた情報も含めてリアルタイムでの国

と地方自治体との災害情報共有体制を整備し、得られた情報を適切に分析す

るため、気象防災アドバイザーの自治体への配置を支援すること。 

 

３ 正確な情報を発信する公的情報サイトや政府認定のアプリケーション等に

ついて、国民への普及を強力に推進すること。 

 

以上、地方自治法第 99 条に基づき意見書を提出する。 
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公④ 
 

補聴器の普及への取組を求める意見書（案） 

 

今日、社会の高齢化に比例して、難聴の方も年々増加している。難聴は認知症

の危険因子の一つと言われており、また難聴になると人や社会とのコミュニケ

ーションを避けがちになるため、社会的に孤立する可能性も懸念される。 

この難聴対策として補聴器が知られているが、一般的に補聴器と呼ばれてい

るものは、収集した音を増幅して外耳道に送る気導補聴器である。一方で様々な

原因で外耳道が閉鎖している方には、骨導聴力を活用する骨導補聴器が用いら

れてきた。 

近年、これらの２種類の補聴器に加えて、耳の軟骨を振動させて音を伝える軟

骨伝導補聴器が開発された。この補聴器は、従来の気導・骨導補聴器では十分な

補聴効果が得られない方や、装用そのものが難しい方に対しての新たな選択肢

となった。 

このように、様々な難聴者に適用できる補聴器の選択肢が整った今、政府に対

して、我が国のさらなる高齢化の進展を踏まえて、認知症の予防と共に、高齢者

の積極的な社会参画を実現するために、以下の通り補聴器の普及を促進する取

組を強く求める。 

 

記 

 

１ 難聴に悩む高齢者が、医師や専門家の助言のもとで、自分に合った補聴器を

選択できる環境を整えること。 

 

２ 耳が聞こえにくい高齢者や難聴者と円滑にコミュニケーションを取れる社

会の構築を目指し、行政の窓口などに、合理的配慮の一環として補聴器の配備

を推進すること。 

 

３ 地域の社会福祉協議会や福祉施設との連携のもと、補聴器を必要とする

人々への情報提供の機会や場の創設等、補聴器を普及させる社会環境を整え

ること。 

 

以上、地方自治法第 99 条に基づき意見書を提出する。 
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共① 
 

重要経済安保情報保護法の廃止を求める意見書（案） 

 

重要経済安保情報の保護及び活用に関する法律（以下「重要経済安保情報保護

法」という。）は、流出すれば日本の安全保障に支障を来すおそれがある政府保

有の情報を「重要経済安保情報」に指定し、この情報にアクセスする必要がある

者について、民間企業の従業員を含め、政府が信頼性を調査するいわゆるセキュ

リティー・クリアランスを制度化するものである。 

このセキュリティー・クリアランスにより、海外企業と機密を含む技術の共同

開発や公共調達への入札ができるようになるなど産業競争力の強化につながる

ことが考えられるが、同盟国や同志国との同等の秘密保全法制を取ることは、こ

れらの政府が進める他国との兵器開発を可能とするものである。国際的な兵器

の共同研究開発で利益を上げるために科学技術全体を防衛目的に動員すること

につながる。 

そして国民には何が秘密かも知らされないまま、政府が勝手に秘密を指定し、

その秘密に触れただけで厳罰を科す秘密保護法を拡大するものである。 

また秘密を扱う人へのセキュリティー・クリアランスは、政治的思想、海外渡

航歴、精神疾患などの治療歴、借金や家賃の滞納、家族や同居人の過去の国籍ま

で、機微な個人情報を根こそぎ調べ上げるもので、事情に変更があった場合には、

報告させる誓約まで迫るとされている。上司からも調査票を提出させ、警察・公

安調査庁や医療機関などにも照会をかけ、適性評価後も事業者に、対象者を継続

的に監視させる二重三重の監視体制となる。調査には対象者本人の同意が要件

とされてはいるが、行政機関又は適合事業所の業務のためには本人は事実上同

意せざるを得ないであろうことが容易に想像される。 

このように憲法の平和原則、思想・良心の自由、プライバシー権を踏みにじり、

日本を戦争国家、死の商人国家におとしめることは許されない。さらに重大なこ

とは、秘密保護法を改正することなく、これまで防衛、外交、スパイ活動、テロ

活動に限定されていた特定秘密の範囲を拡大することである。憲法違反の秘密

保護法を運用で拡大することは断じて認められない。 

よって国及び政府は、日本を監視社会にし、憲法をないがしろにする重要経済

安保情報保護法を直ちに廃止することを強く求めるものである。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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共② 

改正食糧・農業・農村基本法の廃止を求める意見書（案） 

 

異常気象や戦争などによる世界的な食糧危機は、食料の６割以上を外国に依

存する我が国の危うさを浮き彫りにし、食料は都合よくいつでも輸入できる状

況ではなくなっている。また、僅か 10 年で基幹的農業従事者は３割も減少し、

耕地（農地）面積は 22.4 万㌶減少、東京都を超える面積の農地が失われている。

このままでは、国民の命の源である食料の安定供給が根底から脅かされるのは

必至であり、この流れを根本から転換し、農業と農村を再生し、食料自給率を向

上させることは国民の生存基盤、社会の持続に関わる待ったなしの課題である。 

ところが岸田政権が示した農業政策の憲法といわれる、改正食糧・農業・農村

基本法は、食料安全保障の確保を柱とし、最大の問題は、現行の基本法で唯一の

目標としてきた食料自給率の向上を、いくつかの指標の一つに格下げしている

ことである。自給率の目標をなぜ達成できなかったのかは、何ら検証されておら

ず、抜本的な対策強化に言及されていない。 

また、政府は歯止めのない輸入自由化を進め、農産物の価格は市場まかせにし

ており、安い外国産との競争に無防備でさらしたままでは、国内生産の増大は困

難な状況となり、農家の経営も窮地に追い込まれたのである。 

大規模化・効率化一辺倒の農政では、多面的な機能を有している家族農業や都

市農地、中山間地域などの自給的農家が政策的視野に入っていなかった。多様な

担い手の再評価を行い活用することは食糧危機打開のためにも重要である。ま

た改正法は、農業者の激減が続く前提で、規模拡大を進める生産者に支援を一層

集中するとしているが、これでは農業の持続的な発展や農村社会の復興とは相

いれない。持続可能な生産を可能にするためには、価格保障や所得補償の拡充が

不可欠である。 

政府は、改定法で不測時における食料安全保障を位置付けたとしているが、日

本の食料自給率の低さは、海外からの物流が停止したら世界で最も餓死者が出

るといわれるほど深刻である。そのため基本的人権としての食料への権利を明

記し、国内農業生産基盤を強化すべきである。こうしたことからも改定法は、食

料と農業の危機を打開するには程遠いと言わざるを得ない。政府がやるべきこ

とは、食料自給率の向上を国政の柱に据え、際限のない輸入自由化路線を転換し、

規模の大小を問わず農家の経営を全力で支えることである。 

よって国及び政府においては、改正食糧・農業・農村基本法を廃止するよう強

く求めるものである。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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共③ 

地方自治法の一部を改正する法律案の廃案を求める意見書（案） 

 

現在第 213 回国会で審議中の地方自治法の一部を改正する法律案には、第 14

章国民の安全に重大な影響を及ぼす事態における国と普通地方公共団体との関

係等の特例において、国民の安全に重大な影響を及ぼす事態であれば、個別法の

根拠規定がなくとも、国の地方公共団体に対する指示権を認める内容などが盛

り込まれている。 

同法案は、国の指示・代執行などの強力な関与が認められている法定受託事務

ばかりか、国民の生命等の保護を理由に自治事務にまで国が指示できる仕組み

を設けるものである。 

法案は、大規模な災害や感染症の蔓延その他、国民の安全に重大な影響を及ぼ

す事態における特例として、大規模な災害や感染症などで十分な対応がとれな

かったことを挙げているが、東日本大震災や熊本地震での救助や復興の遅れ、新

型コロナウイルス感染症による死者の増大や保健所対応の遅れなどの事態は、

90 年代からの地方行政改革の名の下で行われた自治体正規職員の削減に原因が

ある。さらに指示権発動の要件とする重大な事態の範囲が極めて曖昧であり、時

の内閣の判断に委ねられ、国会にも諮らず恣意的運用が可能になる。対等協力の

関係とされた国と地方公共団体の関係性を大きく変容させるものであるととも

に、自治事務に対する国の不当な介入を生じさせるおそれがある。 

また情報システムについて、その利用の原則に国と協力しその利用の最適化

を図る旨の義務が明記された。これは自治体の基幹 20 業務の国基準化とマイナ

ンバーカードの徹底活用によって対面窓口廃止を推進するものであり、対応で

きない市民は置き去りになり、窓口業務の縮小で、一層の自治体職員のリストラ

が進む危険性がある。 

よって、国及び政府においては、地方分権に逆行し、憲法が保障する地方自治

を踏みにじり、団体自治を侵害する地方自治法の一部を改正する法律案を廃案

にするよう求めるものである。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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共④ 

訪問介護基本報酬引下げ撤回と介護報酬再改定を求める意見書（案） 

 

３年に一度の介護報酬の改定で、この４月から身体介護と生活援助の訪問介

護の基本報酬が２～３％引き下げられ、経営状況がさらに悪化するおそれがあ

ると、多くの事業者や介護関連の団体が訪問介護基本報酬の引下げを撤回する

よう求めている。コロナパンデミック時には、感染しても入院できず自宅療養を

余儀なくされた高齢者の自宅に、真夏でも防護具に身を包み、懸命に訪問介護を

続けてきたホームヘルパーと事業所に、今回のマイナス改定は驚きを与える改

定となった。今回の改定は、訪問介護の現場の実情を把握できていない理不尽な

ものであり、ホームヘルパーの誇りを傷つけた。 

政府は、訪問介護報酬のマイナス改定の理由に収支差率がほかのサービスよ

り比較的高いとしているが、実態は訪問介護事業所のおよそ４割が赤字だとい

うことが明らかになっている。東京商工リサーチの調査でも 2023 年の訪問介護

事業者の倒産が 60 件に達し、これまで年間最多だった 2019 年の 58 件を抜き年

間最多を更新したことが判明しており、今回の報酬引き下げがさらなる廃業を

助長すると考えられる。 

訪問介護は、在宅での利用者の生活に合わせて、必要な介護を行う専門性が高

い仕事である。にもかかわらず、全産業平均よりはるかに低い賃金で、若い就労

希望者が少なく有効求人倍率は 15.5 倍にもなっている。ホームヘルパーは高齢

化が進み、70 歳代のホームヘルパーが 80 歳代の利用者を介護する実態があり、

今回のマイナス報酬はホームヘルパー不足に拍車をかけることになる。 

地方自治体では、高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けること

ができるように、地域包括ケアシステム構築のために努力を行っている。政府も

同様に在宅福祉をすすめ、その柱の一つとしているのが訪問介護である。ところ

が今回のマイナス改定は、政府が地域包括ケアシステムをあきらめたというメ

ッセージと受け取られるものである。 

よって国及び政府においては、訪問介護基本報酬のマイナス改定を撤回し、再

改定を行うよう強く求めるものである。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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共⑤ 

日米共同訓練の中止を求める意見書（案） 

 

陸上自衛隊陸上幕僚監部は、去る４月 11 日、本年７月に中部方面区域などで

米陸軍と中部方面隊による実動訓練（オリエント・シールド）を実施すると、新

年度の陸上自衛隊主要訓練・演習の年度広報で発表した。オリエント・シールド

は、米陸軍と陸上自衛隊が毎年実施している国内最大規模の実動訓練である。今

回の訓練の場所・内容について、陸上自衛隊は調整中としているが、中部方面区

域内ではこれまで、120 ミリ迫撃砲などの実弾射撃訓練が唯一行える饗庭野演習

場（高島市）で繰り返されており、今回も饗庭野演習場での実施が濃厚である。

饗庭野演習場で実施されれば、今回で 19 回目の日米共同訓練となる。 

2021 年以降のオリエント・シールドは、米陸軍ＭＤＯ（マルチドメイン作戦）

と、陸上自衛隊ＣＤＯ（領域横断作戦）を連携した実動訓練を行なっており、陸・

海・空だけでなく、宇宙・サイバー・電磁波など、敵国を制圧するためにあらゆ

る分野で共同し、対中国を想定した危険な訓練に様変わりしている。 

その上発表直前に開かれた日米首脳会談（日本時間４月 11 日未明）の共同声

明は、「作戦及び能力のシームレスな統合を可能にし、平時及び有事における自

衛隊と米軍との間の相互運用性及び計画策定の強化を可能にするため」として、

「それぞれの指揮・統制の枠組みを向上させる」としている。自衛隊が米軍の事

実上の指揮下に組み込まれることとなるもので、この下で実施される今回の訓

練は、憲法違反の敵基地攻撃に留まらず、国連憲章違反の先制攻撃のための訓練

となるもので、断じて容認できない。 

前回 2021 年の饗庭野演習場でのオリエント・シールドでは、訓練期間中に 120

ミリ迫撃砲弾が演習場外に着弾するという人命を奪いかねない重大事故が発生

した。しかし共同訓練は中止されることはなく、人命より軍事が優先された。今

回の訓練では、新配備の 16 式機動戦闘車（ＭＣＶ）や戦闘ヘリからの実弾射撃

訓練など、かつてなく危険な訓練となる可能性が強まっており、地元住民が危険

な訓練の中止を求めている。 

饗庭野演習場での訓練の実施に伴い、大津市市街地の上空におけるヘリコプ

ターの飛行が頻繁になっていることから、市民から不安の声が高まっている。 

今、日本に求められているのは、東アジアの軍事的緊張を激化させる戦争の準

備ではなく、外交による平和の準備である。 

よって国及び政府においては、戦争の準備のための日米共同訓練を中止する

よう強く求めるものである。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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共⑥ 

高等教育の無償化を求める意見書（案） 

 

我が国は世界でも高学費である一方、奨学金は貸与が中心で半数が有利子で

ある。奨学金の貸与総残高は約 10 億円に上り、返済が生活や将来の障害となっ

ている。ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）加盟国で、最低水準の高等教育への公的

財政支出を続けており、学費値上げを続けてきた政治の責任は重大である。また

高額で徴収の合理的な理由がない入学金は、欧米では徴収しない国が多く、アジ

アでは韓国のように縮小・廃止の動きが強まっているところもある。 

奨学金は国民の教育を受ける権利を保障するもので、給付を基本とすべきで

ある。 

よって国及び政府においては、以下の項目について速やかに実現することを

強く求めるものである。 

 

記 

 

１ 国の助成で直ちに国公私立全ての授業料（大学・短期大学・専門学校）を半

額にすること。 

 

２ 大学・短期大学・専門学校の入学金をなくすために、国は必要な措置を講じ

ること。 

 

３ 本格的な給付奨学金（対象 75 万人、自宅生月４万円、自宅外生月８万円）

を創設すること。 

 

４ 国が拠出して、貸与奨学金の返済を半額免除すること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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共⑦ 

地域手当の級地区分設定広域化にあたっての地方財源を確保することを求める

意見書（案） 

 

2023 年８月７日、人事院は公務員人事管理に関する報告において、地域手当

に関しては、市町村単位で細かく水準差が生じていることに対して不均衡であ

るといった意見をはじめ、様々な指摘を行った。このため、最新の民間賃金の

反映と併せ、級地区分の設定を広域化するなど大くくりな調整方法に見直すと

した。 

地域手当は職員がその地での生計費として必要な金額を支給しているもので

あり、就職希望者が自治体を選択する際の要素の一つとなっていることから、

本市における職員の確保に大きく影響を及ぼすこととなる。また診療報酬や介

護報酬、保育所の公定価格の地域区分は、地域手当の級地区分に準拠している

ことから、医療機関や介護事業所、保育所などの運営費にも大きく関わってく

る。 

本年、地域手当の大くくり化によって級地区分が変更され、本市の地域手当

の支給率が下がるようなことがあれば、職員の新規採用者の減少と現役職員の

流出のため、本市職員の確保と定着が困難になるだけに留まらず、診療報酬や

介護報酬、保育所運営費の引き下げにもつながることから、関係する市立大津

市民病院をはじめ医療・福祉事業の運営に困難を来すことが懸念される。 

よって国及び政府においては、地域手当の級地区分設定を広域化するにあた

って、国の責任で財源を確保し現行の支給率から引下げとならないよう対応す

ることを強く求める。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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共⑧ 
 

女性差別撤廃条約選択議定書の速やかな批准を求める意見書（案） 

 

女性差別撤廃条約は、女性に対するあらゆる差別を撤廃することを基本理念

として、1979 年に国連で採択され、日本は 1985 年に批准している。この条約の

大きな特徴は、締結した国に対し、法律上の差別だけでなく事実上の差別をなく

し、さらに積極的に男女平等を促進するような政策を行なうことを求めている

画期的な内容である。 

1999 年にはこの条約の実効性を高めるために、女性差別撤廃条約選択議定書

が採択された。選択議定書の内容は、人権侵害を受けた個人やグループが救済を

求める国内法の手続きが尽くされた後も権利回復がなされていない場合、条約

に基づき設置された委員会に直接申立てができる個人通報制度や、委員会が重

大または組織的な侵害があるという信頼できる情報を得た場合に調査の上、国

に見解を発表する調査制度を定めたものである。現在、条約締結国 189 カ国中

115 カ国が批准しているが、日本は未だに批准していない。選択議定書の批准は、

個人に救済の道を開くにとどまらず、司法、立法、行政の場で女性差別撤廃条約

を生かして具体的に差別撤廃を進める力となる。 

世界各国の男女平等の度合いを示すジェンダー・ギャップ指数2023において、

日本は 146 か国中 125 位と世界最低のレベルである。コロナ禍において日本女

性のあらゆる分野でのジェンダー不平等の実態が顕在化し、現状を打開し解決

していくことは急務となっている。国連の女性差別撤廃委員会や国連人権委員

会は、日本政府に対して、選択的議定書の批准を重ねて勧告している。 

政府の第５次男女共同参画基本計画は、諸外国のジェンダー平等に向けた取

組のスピードは速く、我が国は国際的に大きく差を広げられている。まずは諸外

国の水準に追いつけるよう、これまでの延長線上にとどまらない強力な取組を

進め、法制度・慣行を含め見直す必要があるとし、諸課題の整理を含め、選択的

議定書については早期締結について真剣な検討を進めるとしている。政府はこ

の立場に立ち、速やかに選択的議定書を批准すべきである。 

ついては国及び政府においては、女性差別撤廃条約選択議定書を速やかに批

准することを強く求めるものである。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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